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Ｄ 学校の実態・課題 

 施設概要 

市では、小学校 42校、中学校 20校を保有しています。 

 

〔施設一覧〕 

 小学校 

地域 複合 施設名 面積（㎡） 築年 複合施設等 

町田中心  町田第一小学校 6,815 1969  

町田中心  町田第二小学校 5,416 1964  

本町田 

薬師池 
◎ 町田第三小学校 6,203 1965 竹ん子学童保育クラブ 

町田中心  町田第四小学校 6,800 1971  

玉川学園 

南大谷 
 町田第五小学校 6,374 1966 

 

玉川学園 

南大谷 
 町田第六小学校 6,716 1964 

 

玉川学園 

南大谷 
 南大谷小学校 6,438 1973 

 

鶴川 ◎ 藤の台小学校 7,061 1972 
藤の台ポケット組学童保

育クラブ 

本町田 

薬師池 
 本町田東小学校 6,758 1970 

 

本町田 

薬師池 
 本町田小学校 7,029 1977 

 

南 ◎ 南第一小学校 7,055 1965 
南第一さくら学童保育ク

ラブ 

成瀬  南第二小学校 7,204 1978  

南  南第三小学校 6,088 1970  

南  南第四小学校 6,654 1966  

南 ◎ つくし野小学校 5,141 1970 
つくし野デイサービスセン

ター 

南 ◎ 小川小学校 6,925 1974 わんぱく学童保育クラブ 

成瀬 ◎ 成瀬台小学校 7,609 1974 すまいる学童保育クラブ 

南  鶴間小学校 6,407 1976  

成瀬  高ヶ坂小学校 5,573 1978  

成瀬 ◎ 成瀬中央小学校 5,999 1979 
成瀬中央小あおぞら学

童保育クラブ 

成瀬  南成瀬小学校 7,330 1980  

南  南つくし野小学校 7,514 1980  

北部の丘

陵 
 鶴川第一小学校 13,281 2015 

 

鶴川  鶴川第二小学校 7,561 1973  

鶴川  鶴川第三小学校 8,180 1967  

鶴川 ◎ 鶴川第四小学校 7,735 1970 デイサービス鶴川 

鶴川  金井小学校 6,543 1977  
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鶴川  大蔵小学校 7,644 1980  

鶴川  三輪小学校 6,109 1982  

忠生 ◎ 忠生小学校 7,710 1966 なかよし学童保育クラブ 

北部の丘

陵 
 小山田小学校 6,050 1980 

 

忠生  忠生第三小学校 6,680 1974  

忠生  山崎小学校 6,487 1980  

忠生  小山田南小学校 8,066 1983  

忠生  木曽境川小学校 6,959 1977  

本町田 

薬師池 
 七国山小学校 7,435 1975 

 

小山 

小山ヶ丘 
 小山小学校 7,646 1976 

 

小山 

小山ヶ丘 
 小山ヶ丘小学校 10,227 2004 

 

相原  相原小学校 7,237 1968  

相原  大戸小学校 6,600 1983  

忠生  図師小学校 8,737 2008  

小山 

小山ヶ丘 
 小山中央小学校 10,026 2009 

 

 

中学校 

地域 複合 施設名 面積（㎡） 築年  

町田中心  町田第一中学校 11,761 1962  

玉川学園 

南大谷 

 
町田第二中学校 7,806 1972 

 

本町田 

薬師池 

 
町田第三中学校 6,313 1967 

 

玉川学園 

南大谷 

 
南大谷中学校 7,460 1974 

 

南  南中学校 11,635 1968  

南  つくし野中学校 8,907 1975  

成瀬  成瀬台中学校 9,491 1979  

成瀬  南成瀬中学校 7,899 1981  

北部の丘

陵 

 
鶴川中学校 13,514 2001 

 

鶴川  鶴川第二中学校 8,467 1972  

本町田 

薬師池 

 
薬師中学校 7,379 1970 

 

鶴川  真光寺中学校 7,396 1980  

鶴川  金井中学校 6,606 1984  

忠生  忠生中学校 11,244 1973  

本町田 

薬師池 

 
山崎中学校 8,077 1979 

 

忠生  木曽中学校 7,622 1983  

忠生  小山田中学校 7,497 1983  

小山 

小山ヶ丘 

 
小山中学校 11,347 2011 

 

相原  堺中学校 9,795 1972  

相原 ◎ 武蔵岡中学校         5,014 1983 
大戸のびっ子学童保育

クラブ 
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 実態と課題 

〔配置〕  小山・小山ヶ丘、南地域に大規模校が集中して残ると予想されている。 

〔建物〕  築 40年以上の学校が全体の半数以上であり、老朽化対策が喫緊の課題である。 

〔機能〕  地域開放を進めており、一部の学校には学童保育クラブ、高齢者施設が複合化をしている。 

〔利用〕  児童生徒数のピークは 1980年代で、現在はピーク時の 65%となっている。また、１学年に 1

クラスしかない学年がある小学校は、今後増加する見込みである。 

〔運営〕  給食調理業務や学校用務業務等について実施体制の見直しを行っている。 

〔コスト〕  学校施設の運営にかかる費用は合わせて年間約 46億円である。 

 

 

 4 つの視点から 

行政関与の必要性 

・ 公立学校の教育施設として必要不可欠であり、行政関与の必要性がある。 

 

設置目的との整合性 

・ 整合している。複合している機能は学校教育や地域の拠点としての効果が認められる機能である。 

 

利用状況の妥当性 

・ 一部の学校は現在も児童生徒数が増加しているが、一方で普通学級数が減少している学校が多く出現して

いる。 

・ 教育活動で使用しない教室を学童保育クラブなどに活用している。 

 

施設の代替性 

・ 公立学校としての代替施設はない。 

・ プール等一部の施設については、地域に類似の民間施設等があり、運用方法によっては代替も可能である。 

 

  

〔現状・課題のまとめ〕 

公立学校の教育施設として必要不可欠であり、今後も適切に維持していく必要がありますが、高度

成長期に整備された大半の施設が一斉に老朽化し建替えの時期を迎えることが見込まれています。

建物の長寿命化を図るためには、築 40 年前後で大規模な改修が必須であり、計画的に施設の更

新を進める必要があります。また、屋外プールや給食室についても老朽化が著しいことから、学校施設

の在り方や更新についての抜本的な検討、対応が必要です。なお、町田市の人口推計では、今後

40年間で、年少人口が約 1万 9千人減少することが想定されており、建替えや改修にあたっては、

適正規模・適正配置の観点を踏まえるとともに、地域の身近な公共施設、地域の拠点となるような

学校の実現に向けた検討が課題となります。 
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学校施設の複合化による効果と課題 

 

公共施設マネジメントが求められる社会的背景等も踏まえ、文部科学省は、子どもたちの多様な学習機会を創出するとともに、地域

コミュニティの強化や地域の振興・再生にも資するよう、「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」（文部科学省設置）に

て報告書『学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について』（2015年 11月）を取りまとめました。報告書では学校施

設の複合化による効果と課題を以下のようにまとめたほか、複合化の効果的な取組事例等も掲載しています。 

 

＜効果＞ 

①施設機能の共有化による学習環境の高機能化・多機能化 

 複合化により、単独の学校として整備するよりも施設機能の高機能化・多機能化を図ることができ、児童生徒や地域住民に多様な学習環境を創出

するとともに、公共施設を有効的に活用することができる。 

②児童生徒と施設利用者との交流 

 学校施設と他の公共施設等が併設されているという特徴を生かし、交流の機会を設けたり、日常的に互いの施設での活動等を目にしたりすることで、

児童生徒と地域住民などの施設利用者との交流を深めることができる。 

③地域における生涯学習やコミュニティの拠点の形成 

 学校施設と社会教育施設等との複合施設では、児童生徒の学びの場としてだけでなく、地域にとっても生涯学習の場となるとともに、伝統文化や行

事の継承などを通して、地域のコミュニティの形成にも寄与することができる。 

④専門性のある人材や地域住民との連携による学校運営への支援 

 様々な人材が集まるという特徴を生かし、学校の教育活動や課外活動などに専門性のある人材を活用したり、地域住民の協力を促したりすることで、

児童生徒により高度な専門知識に触れる機会を創出したり、学校運営への支援が行われたりすることが期待できる。 

⑤効果的・効率的な施設整備 

 学校施設や公共施設等をそれぞれ単体で整備するよりも、複数の公共施設等を複合施設として一体的に整備したり、既存学校施設を活用したりす

ることにより、域内全体の整備費用の削減や支出の平準化を図ることができる。 

 

＜課題＞ 

①地方公共団体内の部局間の連携、教職員や地域住民との合意形成 

 学校施設と他の公共施設等との複合化に当たっては、地方公共団体内において複数の公共施設等関係部局が連携し、域内の公共施設の整備計

画や、複合化する各施設の計画、管理・運営の方法等について検討することが必要となる。また、教職員や各施設の関係者はもとより、利用者となる

地域住民が、問題意識を持って、自ら主体的に考えてアイディアを出すことで合意形成に至るように進めることが重要である。 

②施設計画上の工夫 

 学校施設の複合化に当たっては、地域の実情に応じ、以下に示すことなどを総合的に判断し計画することが求められる。 

＜安全性の確保＞ 

 学校施設を含めた複合施設においては、児童生徒や学校関係者だけでなく、不特定多数の地域住民が利用することから、児童生徒が安心して

学校生活を送れるようにするとともに、地域住民も安心して利用できるように、ハード・ソフトの両面から安全性を確保するための対応策を検討する

ことが必要である。 

＜互いの施設の活動への支障の緩和＞ 

 学校施設と他の公共施設等が併設していることで、児童生徒と他の施設利用者との動線の交錯や、互いの音などにより、学校の教育活動や他

の公共施設等の活動に支障を及ぼす可能性があることから、各施設の配置や動線、防音性の確保といった施設計画上の対策を図るとともに、互

いの施設における利用方法や利用時間等のルールや活動内容について情報を共有して、その対応について検討することが必要である。 

＜施設の管理区分や会計区分の検討＞ 

 学校施設を含めた複合施設においては、各施設間の相互利用・共同利用が活発となることから、学校施設と他の公共施設等の専用部分と共

同利用部分の管理区分や、施設利用料や光熱水費等の会計区分等の明確化や一元化の可否等について検討することが必要である。 

 

（『学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について』（2015年 11月）より引用） 

  

コラム 

効果 

課題 
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⊳Ｄ 学校の今後の方向性 

 

 再編後のイメージ例 

☆彡 

 適正な学校規模を維持するとともに、地域の拠点となることで、多世代で多様な人々の交流や公益的

なサービスが展開される場になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後の方向性 

学校施設の適正な維持・管理のため建物の長寿命化や計画的な建替えを実施する。また、児童生徒数の減少

に対応した学校の適正規模・適正配置を行うことにより、建物の総量圧縮を図る。さらに、学校施設の有効活用や

他機能との複合化・多機能化等により、多様な人々が交流し活動する場を創出し、愛着ある地域拠点施設とす

る。 

 

 段階的に規模や配置を見直す。 

 教育活動で使用しない教室数の状況や建物の大規模改修・建替えの時期を捉え、周辺の公共施設

等の複合化を実施する。 

 教室の未利用時間の積極的な活用を図る。 

 建物の大規模改修や建替えを計画的に実施する。 

 

  

活用 複・多 集約 長 
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～こんな取り組みも始まっています～ 

 

豊島区池袋本町地区校舎併設型小中連携校 

2016年 6月に豊島区で初となる校舎併設型の小中連携校が、２校を統合した小学校と１校の

中学校を同一敷地に併設して整備されました。基本的には小学校と中学校が区分されていま

すが、学習情報センター（ICT環境を完備した図書館・学習スペース）、プール、職員室、主

事室、事務室などは小中学校共用とした効率化が図られています。また、小中学校連携によ

り、9 年間の学びに連続性を確保しカリキュラムに配慮した学習指導が行うことや、小中学

校教職員相互の連携が生みやすくなることも目指しています。 

 

  

  

 

小・中学校校舎、小学校運動場 

学習情報センター 

プール 

小学校体育館 

参考 


